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環境
マネジメント

環境ボランタリープラン
広範な地球環境問題に取り組むため、「地球環境行動指針」と「地球環境行動計画」を定め、1993年5月に「環境ボ
ランタリープラン」として公表、これに基づく「環境活動方針」を年度ごとに策定しています。

当社グループの企業理念を実現するた

めに、企業活動の中で地球環境との共生、

調和を図ることを表明しています。 1．製品の設計・生産・廃棄に至る全ての段階を通して環境保全に積極的に取り組みます。
①資源の有効利用の可能性を追求し、省資源・リサイクルに徹底して取り組みます。
②�省エネルギーの目標を売上高エネルギー原単位で年率1％以上の向上におき、省エ

ネルギーを推進します。
③生産活動においてゼロエミッションをめざし、廃棄物削減と省資源活動を推進します。

2．地球環境問題に対する技術開発を推進し、環境保全に貢献します。
3．�ニッパツグループとして環境問題に取り組むと共に、社会・地域の環境保全に積極的
に取り組みます。

地球環境行動指針

地球環境行動指針に基づき、取り組む

べき重点項目を抽出して具体的な目的・

目標を設定し、その実現のための行動計

画を定めています。

重点取り組み内容

・CO2削減

・廃棄物削減

・リサイクル向上

・化学物質管理・削減

・地域貢献・自然保護

・省エネ製品の推進

1．推進体制
地球環境対策委員会運営

2．個別課題への取り組み
①省エネルギー及びCO2削減	 ⑥省エネ製品による社会貢献
②循環型社会への取り組み	 ⑦未規制化学物質の先行調査と対応
③グローバルでのグリーン調達の推進	 ⑧環境マネジメントシステムの運用
④環境負荷を考慮した製品設計・技術開発	 　とレベルアップ等
⑤海外工場の環境監査・環境配慮

3．�広報・社会活動等
①広報	 ②情報提供	 ③従業員教育	 ④社会活動への取り組み

4．�海外における活動
環境保全の施策に積極的に取り組み、当該国の環境基準を遵守することはもとより、
社会的・経済的状況を配慮して技術移転を行ない環境保全に努めます。

地球環境行動計画

毎年策定する｢環境活動方針｣に基づき、

グループ・グローバルの視点で地球環境

問題に取り組んでいます。

2012年度は地球温暖化対策として、

京都議定書目標より厳しい部品工業会目

標の達成を目指し省エネルギー活動を推

進するとともに、省資源活動をグローバ

ルに展開しています。

また、生物多様性保全活動、環境施設

および廃棄物処理ルートの点検も計画的

に実施していきます。

1．グローバル環境経営の推進
①CO2削減活動（部品工業会目標）の完遂
②�ゼロエミッション※、廃棄物削減の維持と処理ルートの点検
③生物多様性保全活動の推進

2．環境事故の発生｢ゼロ｣の維持

2012 年度環境活動方針

地球環境行動指針

地球環境行動計画

環境活動方針

※グループ内のゼロエミッションの定義＝再資源化率99.0％以上
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事業活動とライフサイクルフロー
事業全体をライフサイクルで捉え、インプット、アウトプットをできる限り定量的に把握することで、環境負荷
の低減に取り組んでいます。また、廃棄物のリサイクルなどを通じて、循環型社会の実現をめざします。

※対象範囲：ニッパツ本社、研究開発本部および国内11工場

ニッパツ

お客様 一般消費者

開発・設計

生産

出荷 販売納入物流 製造 使用

33ページ参照

33ページ参照

36ページ参照

38～49ページ参照

33ページ参照

INPUT

INPUT

OUTPUT OUTPUTOUTPUT

廃棄物 廃棄物

適正処理
RECYCLERECYCLE

対象範囲：ニッパツ本社、研究開発本部および国内11工場
（　）内は2010年度実績
※集計対象外

エネルギー 
●電力［買電］  122,997（127,802）MWh
●自家発電 18,784（15,409）MWh
●都市ガス 5,864（5,650）千m3

●LPG 797（755）トン
●灯油 1,201（1,368）kℓ

大気への排出 
●CO2  72,800（73,180）トン
●NOx 7.1（9.8）トン
●ばいじん 1.8（2.8）トン

河川・海への排出 
●排水量  372（352）千m3

●COD 2.9（2.8）トン
●BOD 2.4（2.2）トン
●SS 1.5（1.1）トン
●油分 1.0（0.7）トン

化学物質 
●トルエン  1.0（0.7）トン
●TDI 3.3（3.7）トン
●MDI 1.4（1.5）トン

原材料・資材 
●金属 ●プラスチック
●化学物質［塗料、原料など］ ●紙
●その他樹脂・薬品類

水 
●供給量  391（365）千m3

エネルギー 
●原油［換算値］ 3,037（3,008）kℓ

大気への排出 
●CO2 8,070（7,880）トン

廃棄物 
●埋立処分量 5.1（6.0）トン

廃棄物 
●再資源化量 19,051（19,561）トン

包装資材 
●紙
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環境保全推進体制
環境ボランタリープランを実行・推進するため、地球環境対策委員会を中心とした組織体制で、
PDCAサイクルに沿った継続的活動を行っています。

｢地球環境対策委員会｣では、ニッパツグループ内の環境活動

に関する内容を一元的に審議し、地球環境行動計画を策定・遂

行します。

省エネルギー・CO2削減活動を実践するための下部組織とし

て、｢CO2削減推進会議｣｢オフィス省エネ連絡会｣の2部会を設

置しています。

廃棄物と化学物質管理は、各工場の管理部門との連携による

実務体制で行っています。

また、ニッパツグループとしてグローバルな環境保全活動を

行うため、地球環境対策委員会の下部組織として｢関連会社環

境連絡会｣を設けて、海外グループ会社を含めたグループ環境

保全をより積極的に推進する体制としています。

このほか、循環型社会への取り組みとしてゼロエミッション

をめざし2000年11月に530（ごみゼロ）プロジェクト

（aP32参照）を発足させました。その成果として2003年に

横浜事業所のゼロエミッションを達成するとともに、2004年

に全工場での達成、2010年にはニッパツ社内で再資源化率

100.0％の達成とステップアップを続けました。

国内グループ会社では2005年からゼロエミッションを達

成するための取り組みを行い、2009年に達成しました。今後

は海外グループ会社への展開をめざします。

■ 環境保全推進体制図

経営会議

CSR推進委員会

地球環境対策委員会 CO2削減推進会議

オフィス省エネ連絡会

海外グループ会社

国内グループ会社関連会社環境連絡会

全社ライン組織

各事業部

地域に密着した環境保全活動

長野県にある伊那および駒ヶ根の3工場では、毎年5月頃に開催さ
れる「天竜川水系環境ピクニック」に参加しています。このイベントは、
諏訪湖から遠州灘までの天竜川水系の環境美化を通じて循環型社会を
めざそうというもので、この水系の近隣の企業や団体が参加して行わ
れます。当社は従業員とその家族などが参加し、河川清掃に汗を流し
ています。

その他の工場でも、工場周辺のごみ拾い活動などを継続的に行って
おり、地域に根ざした活動を行っています。

組織体制

教育や事例の横展開により
活動の活性化を促進

当社は1992年より環境管理体制の整備や地球環境行動指針の制定
を行い、グループをあげて地球環境問題に取り組んでいます。また、
適切な環境管理を各工場で行うためにグループ従業員に各種環境教育
を行い、最新の知識や技能を習得、活用するように努めています。

2012年度は京都議定書約束期間の最終年度であり、省エネルギー
活動の推進によりCO2削減目標の達成を確実にするとともに、一部地
域の夏季電力不足に備えピーク電力の低減活動を推進します。また、
生物多様性などの新たな環境課題についても、教育や事例の横展開に
より活動の活性化を促進します。

技術本部
安全環境部主査

米澤 隆

自然が広がる天竜川水系を
歩きながらごみ拾い

当社からは従業員とその家
族など100人以上が参加
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ISO14001 への対応
環境保全に組織的に取り組むため、
環境マネジメントシステムの国際規格であるISO14001の認証を取得しています。

1996年に認証取得の準備を開始し、1997年1月に同業他

社に先がけて、ばね横浜工場でISO14001の認証を取得しま

した。これを皮切りに毎年3工場ずつ取得を進め、2001年4

月に最後の工場が認証を取得して国内11工場すべてで認証取

得を達成しました。また、2006年11月には、横浜事業所内

のSTS事業部で認証を取得しました。

■ ニッパツのISO14001認証取得年月

国内グループ会社

当社の国内グループ会社で組織する日発睦会では、技術部会

の安全環境合同分科会に参加している17社すべてがISO14001

の認証取得を達成しています。

海外グループ会社

当社グループでは、海外グループ会社のISO14001認証取

得も進めています。2011年時点で16社が認証取得を達成し

ており、今後も順次取得に努めます。

■ グループ会社のISO14001認証取得年月

事業部 工場名 取得年月

ばね生産本部 ばね横浜工場 1997年	 1月
滋賀工場 1998年	 3月

シート生産本部
群馬工場 1998年	 3月
シート横浜工場 1999年	 5月
豊田工場 1999年	 3月

精密ばね生産本部 伊那工場 1999年	 6月
厚木工場 2000年	 11月

DDS事業本部 DDS駒ヶ根工場 2000年	 6月

産機事業本部
伊勢原工場 2001年	 4月
産機駒ヶ根工場 1998年	 11月
野洲工場 2000年	 8月

STS事業部 2006年	 11月

事業部 工場名 取得年月
国内 ニッパン（日発販売） 2002年	 10月

ニッパツ機工 2001年	 8月
スミハツ 2003年	 10月
ホリキリ 2001年	 5月
東北日発 2004年	 9月
アイテス 2007年	 4月
フォルシア・ニッパツ九州 2005年	 3月
シンダイ 2007年	 5月
スニック 2005年	 3月
ユニフレックス 2003年	 10月
アヤセ機密 2006年	 3月
特殊発條興業 2002年	 4月
日発精密工業 2006年	 2月
ニッパツ・メック 2002年	 3月
日本シャフト 2003年	 11月
トープラ 2001年	 11月
横浜機工 2001年	 8月

北・南米 ニューメーサーメタルス 2003年	 7月
NHKオブアメリカサスペンション
コンポーネンツ 2003年	 1月

NHKシーティングオブアメリカ 2004年	 9月
ラッシーニ-NHKアウトペサス 2002年	 5月

アジア 日本発条（泰国） 2000年	 6月
日発精密（泰国） 2005年	 1月
ゼネラルシーティング（タイランド） 2006年	 3月
オートランス（タイランド） 2004年	 5月
NHKマニュファクチュアリング

（マレーシア） 2001年	 8月

広州日正弾簧 2005年	 3月
広州日弘機電 2005年	 12月
重慶慶鈴日発座椅 2006年	 3月
日發科技 2003年	 10月
友聯車材製造股份 2006年	 3月
日本発条インド 2003年	 10月

欧州 イベリカ　デ　ススペンシオネス 2003年	 12月

ニッパツの認証取得状況

グループ会社の認証取得状況
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ニッパツグループでは環境監査を実施し、グループ各社の環

境マネジメントシステムがISO14001に従って適切に運用さ

れているかをチェックするとともに、環境関連の法令の順守、

環境パフォーマンスの向上、改善課題の抽出と管理能力のレベ

ルアップを図っています。

■ 環境マネジメントと環境監査

ISO14001における環境マネジメントシステム（工場）

ニッパツの環境マネジメントシステム（全社）

見直し・是正

環境活動会社方針

更新審査
維持審査

審査登録
機関による

環境ボランタリープラン

地球環境対策委員会

組織体制整備

教育・運用管理

監視・測定

内部環境監査

工場環境方針、目的・目標設定

環境監査
環境マニュアルに沿った的確な管理を実施するとともに、
実効性のある環境パフォーマンスを向上するために環境監査を実施しています。

環境監査

環境監査において監査を行うメンバーは、専門教育の修了者

が担当します。2011年度は各工場で内部環境監査を実施する

とともに、国内5工場、国内グループ会社5社、海外グループ

会社3社に対しては、ニッパツ本社による環境監査を行い、シ

ステムの適切な運用によるパフォーマンス向上の確認を行いま

した。

監査の結果は工場長やグループ会社社長に報告し、速やかな

改善と是正を図っています。さらに、これらの監査結果は、地

球環境対策委員会にも報告し、必要に応じて環境活動方針およ

び環境ボランタリープランに反映しています。

環境監査

外部審査

外部審査では、環境マネジメントシステムがISO14001の

要求事項に適合し、運用されているかを外部の審査登録機関が

審査します。原則的に毎年行う維持審査と、3年に1度行う更

新審査があります。

2011年度は全11工場と1事業所で外部審査が行われ、8

工場で維持審査を、3工場で更新審査を受審しました。その結果、

各工場とも環境マネジメントシステムが適切に運用され、汚染

の予防と継続的な環境改善活動が実施されているという判定を

得ています。

ISO14001と環境監査

従業員の意識向上に努め
工場一丸となって推進

滋賀工場では脱水汚泥の天日干し、ごみの分別徹底、既存産業廃
棄物細分化による有価物化といった地道な活動を確実に実施し、産
業廃棄物絶対量の継続的な低減活動を推進するとともに、3カ月に1
度、管理・監督者が工場内を視察して改善などに取り組む環境あぶ
けん、環境道場教育による従業員の大気・土壌汚染防止意識の向上
に努めています。

また、2012年度に施行された低炭素社会づくりの推進に関する滋
賀県条例に基づく「事業者行動計画書」に従い、中長期的な環境保全お
よび改善活動計画を工場一丸となって進めています。

ばね生産本部　
滋賀工場　技術・改善課長

高倉 和博
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環境教育と啓発活動
すべての従業員が、環境に対する知識と高い意識を持ちながら日常業務にあたる企業をめざし、
様々な環境教育と啓発活動を行っています。

環境保全活動を推進するためには、従

業員一人ひとりの環境意識の向上が重要

です。当社グループは、社内教育制度の

充実を図り、各種環境教育、内部環境監

査員の養成および各種公的な資格取得の

促進を行い、啓発活動を展開しています。

当社では、従業員全員を対象とした階

層別教育と、環境に関わる業務担当者を

対象とした専門教育を行っています。階

層別教育は、人事教育体系の中で、昇進

の機会ごとに繰り返し行っています。ま

た専門教育は、新たにその任に就いた時

に行う新任時研修と、繰り返し行うスキ

ルアップ研修があります。

また、グループ会社に対しては、2009

年度から、国内グループ会社への出前（出

張）教育を開始しました。

地球環境フォーラム（講演） 地球環境フォーラム（パネル展示）

■ 環境教育の内容

毎年、環境月間である6月に「地球環境フォーラム」を開催し、

パネル展示や講演、優れた環境保全活動の事例発表などを行い、

当社およびグループ会社従業員の意識向上と啓発を図ってい

ます。

また、従業員の積極的な環境保全活動を促すため、CO2削減

の優秀表彰や環境標語の募集を実施しています。

そのほか、社内報、イントラネット、社内掲示板に環境に

関する取り組み状況を紹介し、横断的な活動の展開を図って

います。

■ �環境関連の資格取得者数	  
（2012年6月現在） （単位：名）

環境教育

啓発活動

工場全員で
環境保全を図っています

伊勢原工場は、自然がいっぱいの丹沢の麓で、地球環境に優しい工
場づくりを進めています。全員参加の環境道場を開設し、2009年度
は廃棄物の種類を確実に覚えてから分別の実技演習、2010年度は工
場のリサイクルセンターの実地確認と分別のレベルアップ、2011年
度は3カ年計画の最後の年として、工場から出された廃棄物がどのよ
うに再資源化されるかを学びました。また毎年5月の朝礼で環境教育
を実施しており、2012年度は「生物多様性」について勉強しました。
地球環境問題に一人ひとりが、まず身近でできることから実践してい
ます。年間を通して省エネルギー対策を実施するなど、工場全員の意
識をますます高め、これからもCO2削減をはじめとする地球環境保全
活動を継続していきます。

産機事業本部
伊勢原工場　技術部

荻原 佐一郎

階層別教育

階層別教育

対象者 教育内容

新入社員研修
地球環境問題、環境マネジ
メントシステム、環境法令
等 要 求 事 項 と ニ ッ パ ツ グ
ループの取り組み

新任主任研修

新任係長研修

新任基幹職研修

専門教育

対象者 教育内容

内部環境監査員
養成教育 内部環境監査

員養成講座

スキルアップ
研修

環境主任監査
員講習

資格 分類 取得者数

公害防止管理者

大気
1種 7

その他 21

水質
1種 8

その他 20

騒音 36

振動 30

ダイオキシン類 2

環境マネジメント
システム審査員 審査員補 2

エネルギー管理士 ─ 31

作業環境測定士
1種

粉じん 4

特化物 4

金属 3

有機溶剤 4

2種 6

環境計量士 濃度関係 3
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環境
マネジメント

環境会計
当社は、環境保全活動に要したコストやその効果を環境会計として把握し、
企業経営に生かしています。

コスト分類 主な内容 2010年度
実績金額※

2011年度
実績金額※

①公害防止コスト
排水処理設備や集塵機の維持管理費用、大気・水質・
騒音などの測定監視費用、その他公害防止に要す
る費用

127.9 223.7

②地球環境保全コスト 工場内の緑地保全活動費用、省エネルギー対策費用、
温暖化防止費用など 206.8 233.9

③資源循環コスト 廃棄物処理、ゼロエミッション対策費用、事業所
内リサイクル費用など 179.2 137.8

④上・下流コスト
当社の生産活動にともない、購入先や取引先など
で発生する環境負荷を抑制するための費用（グリー
ン購入、製品リサイクル、梱包材削減費用など）

8.5 12.5

⑤管理活動コスト
廃棄物マニフェストの管理費用、ISO14001維持・
更新審査費用およびISO14001事務局の人件費、
行政への各種届出のための費用など

82.4 83.0

⑥研究開発コスト 環境負荷低減のための研究や、環境負荷低減に貢
献する製品開発のための費用など 294.9 216.0

⑦社会活動コスト 社会貢献活動を実施するための費用など（周辺地域・
河川の清掃奉仕活動） 9.0 8.5

⑧環境損傷コスト 周辺の環境損傷を修復するための費用など 0.1 0.0

⑨その他のコスト 上記以外の環境保全のための費用 10.3 3.2

合計 919.1 918.8

※�実績金額：「環境投資」および「環境保全」に関する金額を合計したもの

■ 2011年度環境保全コスト

公害防止
コスト
24.4％

地球環境
保全コスト
25.5％

資源循環
コスト
15.0％

上・下流コスト
1.4％

管理活動コスト
9.0％

研究開発
コスト
23.5％

社会活動コスト
0.9％

その他のコスト
0.4％

環境損傷コスト
0.0％

（単位：百万円／年）

2011年度の実績は下表の通りです。廃棄物埋立量・再資源

化量ともに減少し、改善効果がみられました。エネルギー費用

原単位は、電力確保等により増加傾向でしたが、CO2原単位な

■ 2010〜2011年度投資効果実績
物質効果※1 経済効果※2

評価
2010年度実績 2011年度実績 効果 2010年度実績 2011年度実績 効果

エネルギー使用原単位（J／百万円）※3 5,950 5,910 △ 40 － − − ○

CO2原単位（千kgC／百万円）※3 0.128 0.130 0.002 － − − △

廃棄物埋立量（トン／年） 6.0 5.0 △ 1.0 － − − ◎※4

廃棄物再資源化量（トン／年） 19,561 19,051 △ 510 － − − ○

エネルギー費用原単位（円／千円）※3 － − − 16.1 16.9 0.81 △※5

廃棄物処理費用原単位（円／千円）※3 － − − 0.55 0.59 0.04 △※5

※1 物質効果：環境汚染物質等の削減など　※2 経済効果：省エネルギー・廃棄物の削減など　※3 原単位：売上高に対する数値　
※4 社内再資源化率100.0%の達成による　※5 エネルギー単価の上昇による

どその他の項目はほぼ2010年度並みの実績を保っており、投

資効果の著しい低下はありませんでした。今後も継続的改善を

続けていきます。

当社では2000年度より環境会計を導

入し、環境省の「環境会計ガイドライン」

（2005年度版）に準拠し、右表9項目の

分類でデータ集計を実施しています。

当社としての一定の基準を設けて算出

した結果、2011年度における環境支出

は総額で9億1,880万円となり、昨年

並みを維持しました。その内訳は右表の

通りです。

2011年度の投資効果の分類と実績

2011年度の投資効果の分類と実績
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